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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 
 

全国の AEDの販売台数調査と正確な AED設置台数の把握を可能にする体制と手法の検討； 

AEDの販売台数と設置台数の全国調査 

 
研究分担者 田邉 晴山 救急救命東京研修所 
研究分担者 横田 裕行 日本体育大学大学院保健医療学研究科 

 

研究要旨 
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A．研究目的 
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なお、本調査は経年的に実施している調査が中心とな

っている。したがって、本報告書についても前年と同様

の記載がある。 

 

B．研究方法 

AED

 
 

AED  
2021 12 AED

AED
PAD Public access defibrillator)

 
AED PAD  

AED 2021
 

1) AED

2)

 
PAD  

AED
AED AED

 

C．研究結果 

1）AED の製造販売業者数 
AED

16 2004
2021

2021
 

 
2）AED の販売台数 

 
16 2004 2021

12 AED 図表1
 

 
図図表表１１  
AAEEDD 販販売売台台数数のの累累計計  
（17 年間：2004〜2021）  

医療機関 195,797  13.9% 
消防機関 28,597  2.0% 

PAD 1,186,480  84.1% 
合計 1,410,874  100% 

 
16 2004 AED

図表 2  
16 2004 AED

図表 3
2021 105,510 PAD

 
2021 12

PAD 図表 4  
 

3）AED の耐用期間 
AED

AED 2020 PAD
図表 5 6

10.5 7.8 8
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図図表表５５     

機機器器名名  耐耐⽤⽤
期期間間  

22002211 年年  
販販売売  

カルジオライフ AED-3151 8 〇 
カルジオライフ AED-3150 8 〇 
カルジオライフ AED-3100 8 〇 
カルジオライフ AED-3101 10.5 〇 
カルジオライフ AED-2151 6 〇 

サマリタン PAD 450P 8 〇 
ライフパック CR2 8 〇 

サマリタン PAD 350P 8 〇 
サマリタン 360P 8 〇 

ハートスタート HS1+e 8 〇 
ハートスタート FRx+e 8 〇 

シーユーＳＰ１ 7 〇 
アイパッド NF1200 7 〇 

ZOLL AED Plus 7 〇 
ZOLL AED 3 8 〇 
HDF-3500 7 〇 

RQ-6000 ※ 8 〇 
平均耐⽤期間（全製品） 7.8 計 17 機種 
 
 

4）廃棄登録台数（PAD に限る） 
PAD

271,938
 

60,308
43,820

38%  
 
5）製造販売業者の登録上の設置台数 

2 PAD
914,542

PAD
図表 6  

 
 
 

 
 

図図表表６６  

製製造造販販売売業業者者のの登登録録上上のの設設置置台台数数  

①PAD 累計販売台数 1,186,480 
②うち累計廃棄台数 271,938  
（2019 年の新規の廃棄登録数） 60,308  
③廃棄の割合（②／①） 22.9% 

④販売累計-廃棄累計  914,542  
※各製造販売業者が把握しているものに限られている 

 
6）AED の廃棄台数の補捉率 

AED
AED

AED
63.4 58.0 5.4

図表 7  
 

図図表表７７  廃廃棄棄台台数数のの捕捕捉捉率率のの経経年年変変化化  
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＜捕捉率の算定の前提＞ 

●販売されたAEDは７年ですべて耐用期間を迎える 

●耐用期間を迎えたAEDは、１年以内に廃棄登録される

（販売から廃棄登録までに要する期間を８年と仮定） 

●つまり、2013年までに販売されたAED（累計販売数4

28,821）はすべて廃棄登録の対象となる 

●2021年までの累計廃棄登録台数：271,938台（前年21

1,630台） 

→廃棄AEDの捕捉率 

＝271,938／428,821＝63.4％（前年＝58.0%） 

 

41.9 82%
AED

 
PAD  

PAD
2014

2015 21

67.0
図表 8  

 

 
 

PAD
図表 9  

 

図図表表９９  耐耐⽤⽤年年数数かかららみみたた設設置置 PPAADD 台台数数（（推推測測））
のの経経年年推推移移  

 
 

 
8）PAD の使用頻度 

総務省消防庁の「救急・救助の現況」（令和３
年度）によれば、PAD によって電気ショックを
実施された傷病者数（2020）は 1,792 ⼈である。
2020 年に 652,053 台の PAD が設置されていた
と想定（昨年度報告）されており、2020 年中に、
電気ショックを⾏うために 364 台に１台の PAD
が使⽤されたと試算できる。7 カ年の PAD 使⽤
の推移を図表 10 に⽰す。 

 
 

図図表表 1100  年年間間にに何何台台にに⼀⼀台台のの AAEEDD がが使使⽤⽤（（電電気気
シショョッッククをを実実施施））さされれたたかか（（経経年年変変化化））  

  

 

D．考察 

1．年間の販売台数と累計販売台数 

PAD 2020
2021

6%
PAD 120

図図表表８８  
設設置置さされれてていいるる PPAADD のの推推測測  

（（耐耐⽤⽤年年数数内内（（７７年年））ににああるる PPAADD））  
（2015〜21 年の合計） 670,249   
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2．販売台数と設置台数 

AED

PAD AED

AED

AED

 
PAD

AED

PAD
 

PAD

7.8 +0.3 8
PAD 7

8
 

3．廃棄登録の把握 

3) AED

AED

4) AED
AED

 

AED
63.4

5.4
AED

6
AED

41% 82%

 
 

4．廃棄台数の捕捉率向上のための取り組み 

AED

AED

AED

 
2020 2021

AED
AED

AED
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AED

AED
AED

 

5．AED の設置と使用のミスマッチ 

10 363 AED

AED 363

 

31,939
1,092 3%

AED
5) 3600

AED
8 AED

AED

AED
 

 

E．結論 

141 AED
AED PAD 84 119

AED 2019
67 AED

63.4

AED
AED

 
 
本調査は経年的なデータの積み重ねが重要と考えてお

り、前年度に実施した調査を元に調査、報告している。

したがって、報告書についても前年と同様の記載がある。 

 

F．研究発表 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1.  
 

2.  
 

3.  
 

 

文 献 

1) 

29 7 27  
2) AED

   
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/kenkou_iryou/iyakuhin/aed/index.h
tml 30 4 16  

3) AED
31

 

AED AED
 

4) AED

22  
5) 26  
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図表２ AEDの販売台数の累計の年次推移  

 

 

図表３ 年間の AEDの新規販売台数の年次推移
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図表４ 都道府県別の PADの販売台数 （令和３年（2021）年１月～12月） 
 

 
北海道 3,779 
青森 964 
岩手 1,006 
宮城 2,059 
秋田 753 
山形 1,061 
福島 1,779 
茨城 2,334 
栃木 1,518 
群馬 1,777 
埼玉 4,996 
千葉 5,857 
東京 13,207 
神奈川 6,041 
新潟 1,974 
富山 817 
石川 1,087 
福井 607 
山梨 975 
長野 2,123 
岐阜 1,601 
静岡 3,154 
愛知 7,011 
三重 1,664 

滋賀 1,333 
京都 2,421 
大阪 6,545 
兵庫 4,179 
奈良 999 
和歌山 811 
鳥取 519 
島根 714 
岡山 1,531 
広島 2,119 
山口 953 
徳島 1,047 
香川 843 
愛媛 1,610 
高知 738 
福岡 3,737 
佐賀 635 
長崎 870 
熊本 1,516 
大分 661 
宮崎 1,080 
鹿児島 1,279 
沖縄 1,226 
総計 105,510 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 
 

個人情報保護法令を踏まえた AED内部に残された情報の取り扱いに関する研究 

 
研究分担者 田邉 晴山 救急救命東京研修所 
研究協力者 湯淺 墾道 明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科 

 

研究要旨 
＜目的＞ 
傷病者の救命のためにAEDを使用した場合には､AED機器内部に､傷病者の心電図情報や

周辺音声情報が記録される｡これらAEDに残された情報について､その管理者は誰なのか､個

人情報保護法などの観点からそれをどのように扱うのが適切なのかについて明らかになって

おらず､有効に活用されていないのが現状である｡ 
このような状況を踏まえて､AED の内部に残された情報の取り扱いのあり方について明ら

かにすることを目的とした｡ 
＜方法＞ 
個人情報や情報セキュリティについての専門家に、AED の機器の現状、救急蘇生法の概要、

傷病者が心停止に陥った場合の一般的な対応手順などについて説明した上で、その専門家と

の会議形式の議論で AED の内部情報の適切な取り扱いについてとりまとめた整理した。 
＜結果＞ 

AED の管理者（設置者）が、機器に残された情報を収集・保有している者として個人情報

保護法令上の個人情報取扱の責任を負う者となる。AED の管理者（設置者）から第三者への

音声情報の提供について、管理者（設置者）が、個人情報を含む可能性のある音声情報を、

第三者（製造販売業者など）へ提供するにはその個人から了解を得るのが基本である（個人

情報保護法 23 条）。ただし、その本人の利益（生命、身体）になる場合には、本人の同意を

得ることが困難であるならそれなしで提供可能である（個人情報保護法 23 条 1 項 2 号）。し

たがって、個人情報に該当する情報でも、治療にあたる医師からの要請があれば、傷病者を

治療する医療機関に提供することは可能である。また、公衆衛生の向上のために特に必要が

ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるときも、個人の了解なく情報提供可

能である（23 条 1 項 3 号）。AED が適切に使用されたか、機器が正常に作動したかについて

の検証は、「公衆衛生の向上のため」に該当すると考えられる。ただし、プライバシー情報を

含むこともあり、その取扱いには十分に留意する必要がある。 
＜結論＞ 
救命のために AED を使用した場合の、AED 機器内部に残された心電図情報、音声情報な

どについて、個人情報保護法令上の適切な取り扱いについて明らかにした。 
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A．研究目的 

傷病者の救命のためにAEDを使用した場合に

は、AED 機器内部に、傷病者の心電図情報が記

録される。この情報は、AED が適切に作動した

かどうかの検証や、医師が入院後の傷病者の治療

方針を考える上での重要な資料となる。また

AED の機種によっては AED 使用時の周辺音声

を録音し、内部に保存している。この情報は、例

えば、救助者がどのように救急蘇生法を実施した

かを明らかにし、それはより良い救急蘇生方法や

講習方法の検討に有用な資料となる。 
しかし、これらAEDに残された情報について、

その管理者は誰なのか、個人情報保護法などの観

点からそれをどのように扱うのが適切なのかに

ついて明らかになっておらず、有効に活用されて

いないのが現状である。 
このような状況を踏まえて、AED の内部に残

された情報の取り扱いのあり方について明らか

にすることを目的とした。 
 

B．研究方法 

個人情報や情報セキュリティについての専門

家に、AED の機器の現状、救急蘇生法の概要、

傷病者が心停止に陥った場合の一般的な対応手

順などについて説明した上で、その専門家との会

議形式の議論でAEDの内部情報の適切な取り扱

いについてとりまとめ整理した。 
 

C．研究結果 

AED の内部情報の適切な取り扱いについて、

次のようにとりまとめ整理した。 

1．AEDに残された情報の整理について 

1）心電図情報 
心電図情報だけでは個人情報、プライバシー情

報のいずれにも通常は該当しない（ただし、医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス（平成 29 年 4 月 14 日

通知、同年 5 月 30 日適用、令和 2 年 10 月 9 日

改正）では医療介護関係事業者に責務を追加して

いることには留意が必要）。 
2）音声情報 
音声に残された情報は個人を特定することが

可能であるときには個人情報に該当する場合が

ある。 
個人情報に該当しなくても、プライバシー情報

に該当する場合がある。 

2．情報の管理者と該当する個人情報保護法令
について 

AED の管理者（設置者）が、機器に残された

情報を収集・保有している者として個人情報保護

法令上の個人情報取扱の責任を負う者となる（監

視カメラ、ドライブレコーダーなどと同じ整理と

なる）。機器に残された情報について、AED の製

造販売業者は第三者となる（リースの場合は、業

務委託となるのか等、契約による）。 
（1）市役所、その市が設置する地方独立行政法

人等の施設の AED の情報：その市の個人情報

保護条例に従う 
（2）財団や民間が管理する AED の情報：個人

情報保護法に従う（財団や民間企業が個人情報

保護法上の個人情報取扱事業者となる） 

3．AEDの機器による情報の収集について 

設置者は、個人情報にあたる可能性のあるデー

タを適切な方法で収取する必要がある。 
1）心電図情報 
機器の性質上、心電図情報が収集されるのは理

解できるものであり、機器が心電図情報を収集す

ること自体は通常問題とならない。 
2）音声情報 
機器が音声情報を収集するとは一般に理解さ

れているとはいえない。音声情報を収集すること

を機器に明記するなどの対応を検討する必要が

ある可能性がある。 
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4．AEDの管理者（設置者）から第三者への音
声情報の提供について 

・管理者（設置者）が、個人情報を含む可能性の

ある音声情報を、第三者（製造販売業者など）

へ提供するにはその個人から了解を得るのが

基本である（個人情報保護法 23 条）。 
・ただし、その本人の利益（生命、身体）になる

場合には、本人の同意を得ることが困難である

ならそれなしで提供可能である（個人情報保護

法 23 条 1 項 2 号）。したがって、個人情報に

該当する情報でも、治療にあたる医師からの要

請があれば、傷病者を治療する医療機関に提供

することは可能である。 
・公衆衛生の向上のために特に必要がある場合で

あって、本人の同意を得ることが困難であると

きも、個人の了解なく情報提供可能である（23
条 1 項 3 号）。AED が適切に使用されたか、機

器が正常に作動したかについての検証は、「公

衆衛生の向上のため」に該当すると考えられる。

ただし、プライバシー情報を含むこともあり、

その取扱いには十分に留意する必要がある。 
・いずれにしても設置者の判断（責任）で、第三

者（製造販売業者など）へ情報提供が行われる

ことになる。情報提供を円滑に行うために、

AED の販売時に情報提供についてあらかじめ

取り決めを行うのは有用であろう。提供するの

ではなくデータの分析等を委託する場合は、業

務委託となり、業務委託先の監督義務が生じる。 
・個人情報保護条例には、救急搬送などを想定し

て当該規定があることが多いので、民間事業者

と同様に提供が可能と考えられるが、審議会へ

の諮問を義務づけている場合等もあり当該条

例の規定に従う必要がある。 

5．個人情報の提供の記録 

民間事業者の場合は個人情報の提供を行った

場合には、提供する側とされる側で記録を残す必

要がある（個人情報保護法 25 条、26 条）。市な

どの公的機関から提供する場合については、条例

の規定による。 
 

D．考察 

AED の機器の利用の際には、AED の設置者、

傷病者、AED の使用者（救助者）などが関係し

ており、AED 内部に残された心電図情報や音声

情報の管理者が誰にあるのか必ずしも明確とな

っていなかった。市中に設置されている監視カメ

ラ、ドライブレコーダーなどに残された録画情報

などの取り扱いと同様に考えれば、AED の管理

者（設置者）が機器に残された情報を収集・保有

している者として個人情報保護法令上の個人情

報取扱の責任を負う者となることが明らかにな

った。 
また、AED の管理者（設置者）が、AED に残

された傷病者や使用者などの個人情報を含む可

能性のある情報を、第三者（製造販売業者など）

へ提供するには、その個人（傷病者など）から了

解を得るのが基本となるものの、心電図情報など

が、傷病者の利益（生命、身体）になる場合には、

傷病者の同意を得ることが困難であるならそれ

なしで提供可能であることがわかった。 
さらに、AED が適切に使用されたか、機器が

正常に作動したかの検証など、公衆衛生の向上の

ために特に必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるときも、個人の了解なく

情報提供可能であることがわかった。この場合、

その情報を取り扱う目的が公衆衛生の向上にた

めに必要であることが第三者からも明確になる

ように示す必要がある。 
ただ、傷病者の利益になる場合でも、公衆衛生

の向上のために特に必要がある場合であっても、

個人情報は十分に慎重に取り扱う必要があり、

AED の内部情報を取り扱う者には十分な留意が

求められる。 
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E．結論 

救命のために AED を使用した場合の、AED
機器内部に残された心電図情報、音声情報などに

ついて、個人情報保護法令上の適切な取り扱いに

ついて明らかにした。 
 

F．研究発表 

なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
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分担研究報告書 
 

救助者が使用した AED内部情報（心電図記録）の解析 

（第２報） 

 
研究分担者 丸川征四郎 吹田徳洲会病院集中治療センター 
      畑中 哲生 救急救命九州研修所 
研究協力者 金子  洋 名古屋市消防局 
      長瀬 亜岐 日本生命病院救急総合診療センター 

 

研究要旨 
automated external defibrillator: AED

AED
AED

AED
AED 1,100

AED
AED 569 3,418
AED 1,057 183

17.3% 2

AED
53 48 90.6%

AED
 AED

 

 

2004
automated external defibrillator: AED

2021 67 1)

43.9% 479/1,092 2)

2.4
AED

3)-8)
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A．研究目的 

AED

AED
 

 

B．研究方法 

1．解析対象 

2004 12 2020 9
AED A

C AED
1,100

A AED
56% 27% 12%

6% AED
 

 

2．解析方法 

AED
C AED

HK

AED

 
C AED

図 1
2

AED

AED

AED

15

AED

 
＜倫理審査状況＞ 

2020 10 29
TGE01577-071

11 26  
A AED

AED
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＜利益相反（COI）＞ 

COI
 

 

C．研究結果 

C AED 1,100
AED

569 図 2 569
3,418  

1．AED のアナウンスに対する救助者の行動 

AED
図 3 AED

1,057 33.0%
82.7% 874/1,057

 
1）電気ショックを実施した事象における救助者

の行動 
0.2%

2/874
 

2）AED が電気ショック適応と判定したが、電気

ショック未実施における救助者の行動 
AED

17.3% 183/1057 46.4% 85/183

41.0%
75/183

12.6% 23/183
AED

 
 
 

3）心電図解析が完了しなかった事象における救

助者の行動 
6.3% 217/3,418

41.9%
91 29.9% 65

28.1% 61  
 

2．AED による解析機能 

AED
図 4  

1）目視で電気ショック適応、AED が電気ショッ

ク非適応と判定した事象における救助者の行

動 
1,005

1
AED

 
2）目視で電気ショック非適応、AED が電気ショ

ック適応と判定した事象における救助者の行

動 

AED
2.4% 53/2,196

53 AED
90.6%

48/53
5.7% 3/53 2

 

3．適切に心電図解析が実行され、電気ショッ

クが実施された割合の経時的変化 

AED

図 5  
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D．考察 

AED AED

2 1
AED AED

2
AED

 
AED

17.3% AED

AED

17.3%
Zijlstra JA 7) 5.4% 3

AED

 
AED

American Heart Association Association 
for the Advancement of Medical Instrumenta- 
tion 8)

AED

90.6%

AED

 

AED

AED AED

 

AED

AED

 

Quality 
Management System

AED
AED

AED
AED

AED
AED
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E．結論 

AED

AED
AED

AED
AED
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3,469 AED
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F．研究発表 

1) 

AED 41(1) 1-6 2021  
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1.  
 

2.  
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図 1 調査対象の AED が実行している心電図解析開始から電気ショックまでのシーケンスの概略 

電気ショックの適応/非適応の判定には、複数の「解析」結果が同じ判定となることが必要とされている。心電図解析

中に胸骨圧迫や傷病者への身体接触等を繰り返して感知した場合には、「解析」の途中で心電図解析が中断される。電気

ショック適応と判定した以降（充電が行われる）は、心電図に変化があっても内部放電は行われることなくショックアド

バイスが発信される。電気ショックボタンが押下されなければ 15 秒経過した時点で内部放電が起き、新たなシークエン

スが始まる。 

 

 

図 2 C 社製 AED 内部情報の解析対象の内訳 
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図 3 AED のメッセージに対する救助者の行動 

この枝図は、救助者が AED のメッセージに従って操作しているかどうか、という視点で区分した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ AED による電気ショック適応の解析機能 

この枝図は、AED が正しく心電図解析をしているかどうか、という視点で区分した。 
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図 5 心電図解析毎の適正な心電図解析と電気ショックの割合 

適正な心電図解析とは、解析開始から完了までの間に、胸骨圧迫や身体接触、パッドの外れ、電源切断などが行われ

ず最短の時間で解析が完了した事象をいう。適正な電気ショックとは、AED が電気ショック適応と判定したものの内、

救助者が電気ショックボタンを押下して電気ショックを実施したものをいう。エラーバーは 95%信頼区間を示す。 

 

 

心電図解析（回目） 

適
正
で
あ
る
割
合
（
％
） 
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分担研究報告書 
 

BLS実施の心理的障壁を考慮した教育プログラムに関する研究 

 
研究分担者 西山 知佳 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻先端中核看護科学講座 
            クリティカル看護学分野 准教授 

 

研究要旨 
市民救助者による心肺蘇生（Cardiopulmonary resuscitation: 以下 CPR）や自動体外式

除細動器（Automated external defibrillator: 以下 AED）の使用を増やすためには、①市民

救助者の救命意欲を高め行動を促す、②CPR 講習会を受講する機会を増やす、③テクノロジ

ーを活用し市民救助者を心停止現場への招集することなどが JRC 蘇生ガイドラインの中で

提唱されている。令和 2 年度は、②CPR 講習会を受講する機会を増やすことをテーマに調査

を行い、卒業要件に CPR や AED に関する教育が含まれたりしたとしても 100％の実施には

至っておらず生徒への CPR の実施状況は 28.4％～77.0％と国や地域によってばらつきがあ

った。生徒への AED の指導状況に関しては、6.0％～63.0％と CPR の指導同様にばらつき

がみられた。AED の指導に関しては CPR と AED が必ずしも一緒になっているわけではな

いことも明らかになった。 
教育の機会を増やすことに加え、①市民救助者の救命意欲を高め行動を促す方法を検討す

ることも重要である。CPR を市民に教えたとしても実際の心停止現場で CPR が実施される

とは限らないため、市民救助者の行動を促すには、単に CPR のスキルを教えるのではなく、

救助意欲を高めることに加え救助の障壁になるものを減らすことが重要になる。そこで、

CPR 講習会を受講した 18 歳以上の市民を対象に、状況設定を含んだ質問票を用いた横断研

究を行い講習会受講後に残る CPR 実施への障壁を明らかにする。倫理委員会での承認を受

け、機関長からの実施許可を得られたのち調査を開始する。状況設定の質問を行うことで、

CPR 講習会を受けたとしても、どのような場面で障壁が残るのか詳細に検討することができ

る。今後対象者に合わせて講習会内容をアレンジするための基礎的資料となる。また、講習

会を受講したとしても払拭できない障壁に関しては、教育以外の方法で解決すべき方策を今

後検討する。 

 

2021 年 6 月に発表された JRC（Japan 
Resuscitation Council）蘇生ガイドライン 2020
では救命率を向上させるために、地域社会への取

り組みを行い救命の連鎖を機能させる必要性が

強調されている 1) 。市民救助者による心肺蘇生

（Cardiopulmonary resuscitation: 以下 CPR）

や自動体外式除細動器（Automated external 
defibrillator: 以下 AED）の使用を増やすために

は、①市民救助者の救命意欲を高め行動を促す、

②CPR 講習会を受講する機会を増やす、③テク
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ノロジーを活用し市民救助者を心停止現場への

招集することなどが JRC 蘇生ガイドラインの中

で提唱されている 1)。 
ヨーロッパでは 2015年に世界中のすべての学

校で、12 歳から毎年 2 時間の CPR トレーニング

を行うこと推奨する“Kids Save Lives”声明を

出し 2)、これを実現するために学校で CPR の指

導をすることを法律で定める動きが出ている。そ

こで令和 2 年度は、②CPR 講習会を受講する機

会を増やすことをテーマに調査を行った。具体的

には、国や州・地域の法により学校教育（小学校

から高等学校）の授業科目で CPR や AED に関

する教育が必須項目と位置づけられている国や

地域において、どの程度これらの指導がなされ、

その教育の評価がされているのかを調べた。その

結果、卒業要件に CPR や AED に関する教育が

含まれたりしたとしても 100％の実施には至っ

ておらず生徒への CPR の実施状況は 28.4％～

77.0％と国や地域によってばらつきがあった。生

徒への AED の指導状況に関しては、6.0％～

63.0％と CPR の指導同様にばらつきがみられた。

AED の指導に関しては CPR と AED が必ずしも

一緒になっているわけではないことも明らかに

なった。 
教育の機会を増やすことに加え、①市民救助者

の救命意欲を高め行動を促す方法を検討するこ

とも重要である。心停止現場に遭遇した際、事前

にトレーニングを受けている人は受けてない人

に比べて約 3 倍 CPR を行っていたが 3)、CPR を

市民に教えたとしても実際の心停止現場で CPR
が実施されるとは限らない 4)5)。市民救助者の行

動を促すには、単に CPR のスキルを教えるので

はなく、救助意欲を高めることに加え、救助の障

壁になるものを減らすことが重要になる。 
日本では消防機関や日本赤十字社が行ってい

る講習会に加え、人口の多くを対象とする機会と

して自動車免許取得時や学校教育での CPR 講習

会が進められてきている。インストラクター、受

講生双方ともに講習会参加のために時間と労力

がかかっている。時間や労力を要する講習会の後

でも、どのような要因が心肺蘇生実施への躊躇と

して残るのかを明らかにすることで、効果的な

CPR 講習会内容を検討する基礎資料となると考

える。 
 

A．研究目的 

CPR 講習会を受講した市民を対象に、講習会

受講後に残る CPR 実施への障壁を明らかにする。 
 

B．研究方法 

1）研究デザイン 
質問票を用いた横断研究 

2）セッティング 
本研究に賛同を得た消防機関、日本赤十字社、

心肺蘇生の普及を行っている NPO などの機関、

企業や大学などへの協力の依頼を予定している。 
3）研究対象 
①選択基準：18 歳以上の市民で CPR 講習会を受

講した人。なお、対象者の年齢の上限は設けな

い。また講習会の時間、講習会に含まれた指導

内容、講習会の実施形態（対面、オンライン）

も問わない。 
②除外基準：医療系の国家資格を有する人 
4）調査項目 

JRC 蘇生ガイドラインではバイスタンダーの

救助意欲を低下させる要因のうち心理的障壁と

してヒステリーやパニック、身体的因子として傷

病者が嘔吐していること、女性であることなどを

挙げている。またスキルに対する自信のなさ、心

停止を認識する市民の CPR の手技の問題なども

指摘している 1)6)。 
我々は先行研究において、市民の救命行動を妨

げていた心理的障壁には、「倒れている人へ近づ

くことへの恐怖」や「救命行動を実施してよいか

わからなかったこと」があることをすでに明らか

にしている 5)。 
そこで今回は対象者の基本状況に加え、身体的
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要因、CPR の知識、CPR の手技の 3 つの項目に

ついて先行研究 7)8)を参考に質問を構成する。な

お躊躇する度合いについては 5 段階のリッカー

ト尺度を用いる。 
①対象者の基本情報 

年齢、性別、職業、心停止を含め人が倒れた

場面への遭遇経験の有無、人が倒れた場面へ遭

遇した際の現場の状況（他者の存在の有無、倒

れた人との関係、倒れた人の性別、倒れた人の

年齢）、倒れた人に遭遇した際の救命処置実施

の有無、実施した救命処置の内容、家族など身

近な人の心停止による死亡の有無、講習会への

参加きっかけ（強制的か自発的か）、受講した

講習会の実施形態（対面かオンライン）、講習

会の指導内容 
②身体的要因 
（場所別、状況別に） 
ア）自分自身が救助者の場合 
 家族以外の他者（子ども、若い世代、同世代、

高齢世代別）への身体的接触への躊躇、家族

以外の異性他者（子ども、若い世代、同世代、

高齢世代別）に対する身体的接触への躊躇 
イ）自分自身が心停止を起こした場合家族以外

の他者（子ども、若い世代、同世代、高齢世

代別）から CPR や AED を使用されること

への躊躇、家族以外の異性の他者（子ども、

若い世代、同世代、高齢世代別）から CPR
や AED を使用されることへの躊躇 

ウ）家族が心停止を起こした場合 
 家族が他者（子ども、若い世代、同世代、高

齢世代別）から CPR や AED を実施される

ことへの躊躇、家族が異性の他者（子ども、

若い世代、同世代、高齢世代別）から CPR
や AED を実施されることへの躊躇、 

エ）CPR を行うための自身の体力への懸念の

有無など 
③CPR の知識 

CPR や AED の使用に関する性差の存在、現

場では相当の心理的負荷がかかることへの理

解、119 番通報で質問される内容、口頭指導の

内容やその役割、自分ゴトととらえているか、

CPR を行うことによる救命率の向上など 
④CPR の手技 

心停止判断の方法への理解、死戦期呼吸の理

解など 
5）調査方法 
講習会終了後、無記名自記式質問票を配布して

回答を求める。または Web による回答を依頼す

る。どちらの方法で行うかは、講習会の実施形態

（対面かオンラインか）などを鑑みて対応する。 
6）解析の概要 
本研究は、講習会を受講した後にも残る CPR

実施への障壁の実態を明らかにすることを目的

にした研究であり、得られる結果の妥当性を最大

限に確保するため調査協力を得られたものの回

答を全て解析対象とする。また、仮説検証型の研

究ではないため統計学的検定は行わない。 
データ全体にいて統計要約量を用いて記述す

ることに加え、対象者の基本情報に①～③の調査

項目を記述することも計画している。 
カテゴリー変数については度数及び割合、連続

変数についてはデータが正規分布している場合

は、平均および標準偏差を、正規分布してなかっ

た場合は中央値および四分位範囲を用いてデー

タの分布を記述する。 
（倫理面への配慮） 
京都大学大学院医学研究科・医学部及び医学部

附属病院 医の倫理委員会へ研究プロトコールを

提出する。 
 

C．研究結果 

現在、先行研究をもとに仮質問紙を作成してい

る。リワーディングを行い今後、蘇生研究領域の

専門家による表面的妥当性を確認し、質問紙を確

定させる予定である。 
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D．考察 

1）今後の予定 
倫理委員会での承認を受け、機関長からの実

施許可を得られたのち、質問紙の配布を開始す

る。 
 

2）期待される成果 
①状況設定の質問を行うことで、CPR 講習会を

受けたとしても、どのような場面で障壁が残

るのか詳細に検討することができる。今後対

象者に合わせて講習会内容をアレンジするた

めの基礎的資料となる。 
②講習会を受講したとしても払拭できない障壁

に関しては、教育以外の方法で解決すべき方

策を検討する。 
 

E．結論 

市民における CPR 実施への心理的障壁の調

査・分析と教育プログラムの工夫への反映を進め

るため、CPR 講習会を受講した市民を対象に、

状況設定別での CPR・AED 使用への障壁につい

ての意識調査を計画した。質問紙の確定を目標に

していたが、その検討に時間を要して確定させる

には至らなかった。質問紙内容の確定を急ぎ、研

究実施承認手続き後、調査を迅速に開始できるよ

うに調査できるフィールドの確保に努める。調査

結果からは、対象者に合わせた講習内容の工夫や、

教育以外の方法による解決の方策の検討につな

がることが期待される。 
 

F．研究発表 

なし 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
なし 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 
 

事前登録救助者への ICTを用いた心停止発生通知システムの効果の検証に関する研究 

 
研究分担者 石見  拓 京都大学医学研究科 教授 
研究協力者 木口 雄之 京都大学医学研究科 非常勤研究員 
      島本 大也 京都大学医学研究科 特定助教 
      西山 知佳 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻先端中核看護科学講座 
            クリティカルケア看護学分野 准教授 
      本間 洋輔 千葉市立海浜病院 主任医長 

 

研究要旨 
愛知県尾張旭市及び、千葉県柏市では 119 番通報を受信した通信指令員が心停止を疑った

際、事前に登録された心停止現場付近にいる登録ボランティアへ心停止の発生情報と周辺の

公共 AED の情報を伝達し、速やかに AED を現場に届ける AED 運搬システムの実証実験を

実施している。本研究では、AED 運搬システムの運用データの解析に加え、ボランティアの

システムへの反応状況をシステム上で自動的に抽出可能し、市民による心肺蘇生実施ありの

際にシステムによる起動の有無について把握可能か検証した。また、With コロナ時代におけ

る AED 運搬システムへのボランティア募集方法として、オンライン講習の可能性について

も検証した。 
昨年度尾張旭市消防本部では新型コロナウイルス感染症の影響で AED 運搬システムの実

働はなかったが 7 月 27 日より消防職員のボランティアを対象に運用が再開された。柏市に

おいては引き続き同システムの運用が続けられたが、指令室の広域化に伴いシステム変更が

行われた。システムへの反応状況をシステム上で自動的に抽出する実証実験では、GPS デー

タのみでも救命ボランティアの移動経路、AED 設置施設への立ち寄りがある程度は判別でき

たが、GPS の精度のばらつき等の課題があり、正確なボランティアの行動把握には GPS デ

ータと合わせてアプリ画面内で AED 取得の有無、現場への到着の有無を報告できる仕組み

が必要と考えられた。尾張旭市で実施されたオンライン講習会は、受講生からのアンケート

結果も良好であり、With コロナ時代における AED 運搬システムのボランティアの訓練、参

加呼びかけの工夫としてその可能性が見出された。 
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A．研究目的 

心停止現場付近にいる事前に登録されたボラ

ンティアのスマートフォンアプリ（以下アプリ）

へ心停止の発生情報と周辺の公共AEDの情報を

伝達することで、速やかに AED を現場に届ける

心停止発生通知システムの運用実績の解析によ

り、AED の使用促進に繋げるための課題につい

て検討するとともに、システムへのボランティア

の反応状況をシステム上で自動的に抽出するシ

ステムの可能性を検証すること 
 

B．研究方法 

【研究１】 
研究デザイン：ケースシリーズ 
セッティング： 
・愛知県尾張旭市（面積 21.03 ㎢、人口 83,904

人） 
・千葉県柏市（面積 114.74 km2、人口 430,032

人） 
対象：AED 運搬システムの起動対象症例 
・尾張旭市：反応がなく普段どおりの呼吸が確

認できない症例 
・柏市：公共の場所で発生した反応のなかった

症例（心停止疑いを含む） 
除外基準：登録ボランティアの安全が確保できな

いと判断される症例 
測定項目： 
・消防機関の救急蘇生統計：市民による心肺蘇

生実施の有無 
・AED 運搬システム：登録ボランティア数、

AED 運搬システムの適応症例数、ボランテ

ィアのシステムへの反応状況、心停止現場で

の情報 
 

【研究２】 
研究デザイン：シミュレーション研究 
セッティング：愛知県尾張旭市 
協⼒者：12名 

方法：仮の心停止発生情報を市内に点在する協⼒
者のスマートフォンに発信し、アプリから取得

される位置情報により、ボランティアの活動状

況をどの程度精緻に取得できるかを検証する 
測定項目： 

1) 各ボランティアの⾏動経路 
2) 各ボランティアの AED取得状況 
 

（倫理面への配慮） 
京都大学 医の倫理委員会 R0220-3 「AED

要請アプリケーション導入効果の検証（パイロッ

ト研究）」における研究の一環として、柏市、尾

張旭市が収集し匿名化された情報を集計した。 
 

C．研究結果 

【研究１】 
愛知県尾張旭市においては、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響により、尾張旭消防とも協議

し、安全にシステムの運用ができないとの判断で、

2020 年 4 月以降システムの運用を中断していた

が、2021 年 8 月より、感染に対する十分な知識

と経験を持つ消防職員のボランティア（95 名）

に限定し、システムを再稼働した。2021 年 3 月

までに、41 件システムの起動があり、9 件でボ

ランティアが行動した。救急車よりも早くボラン

ティアが現場に到着した事例はなかった（表 1）。 
また、尾張旭市では E ラーニングとの組み合

わせによるボランティア講習会の完全オンライ

ン化を検証した。10 名の参加者に対し、事前の

E ラーニング・プログラムと 2 時間のオンライン

講習（表 2）による講習を提供した。オンライン

救命講習会の内容についての技術・知識の習得に

ついて確認した受講後アンケート回答からは、反

応の確認と通報、心停止かどうかの判断、胸骨圧

迫、AED の使い方の全てにおいて、あまり習得

できなかったという回答はみられず、ボランティ

ア講習会の内容についても同様であった（表 3）。 
柏市においては感染対策を行ったうえで、これ
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まで通り運用が進められた。2022 年 4 月から、

指令室の合併が行われたことから、指令台との直

接連携ではなく、管理端末からのシステム起動へ

と変更した。登録ボランティアは 2021 年 11 月

時点で総計 1883 名に達した。2021 年 4 月から

2021 年 11 月までに、22 件の AED 運搬システ

ムの起動があり、8 件で登録ボランティアが実際

に行動に移した（表 4）。登録ボランティアが救

急車よりも早く到着した事例はなかった。 
 

【研究２】 
10 月 15 日、協力者 12 名に対し仮の心停止通

知を発信してその移動状況をシステム上でどれ

だけ把握可能かを検証する実験を行った。1）協

力者に予め移動経路を伝え、その移動経路と取得

される GPS データとの違いを検討する方法を、

それぞれ異なる場所で 4 回、2）事前の設定はな

く自由に移動する方法を 2 回実施した。 
図に示す通り、協力者が移動している様子がシ

ステム上で判別でき、AED 設置施設への立ち寄

る様子も見て取れた。しかし、GPS 情報が乱れ

ている場所や、GPS 上で施設に立ち寄った様子

が反映されていない状況も認められた（図1-3）。 
 

D．考察 

【研究１】 
尾張旭市においてシステム運用が再開され、柏

市においてはシステム運用が継続された。尾張旭

市では、コロナウイルス感染拡大による影響によ

りボランティアを絞る必要があったが、その後の

運用において問題は認められず、2023 年度以降

その対象範囲を徐々に拡大していく予定である。

また、完全オンラインの救命講習は参加者からも

好意的に受け入れられており、今後運用ノウハウ

を蓄積し、更に仕組みを改善して継続的に実装し

ていく。 
柏市においては、指令室の統合や、コロナウイ

ルスの影響でボランティア募集のイベントが実

施できないことなど障壁があったが、年度末には

安定しはじめた。次年度はさらなるボランティア

増加へ積極的に取り組む予定である。 
同システムの運用では未だ救命事例の獲得に

は至っていないが、新潟市では予め登録された協

力事業所に対し、心停止発生時に電話で「AED
の搬送」依頼を行う仕組みが奏効しているという

報告 もあり、今後はそうした AED 設置施設へ

積極的にボランティア登録を促す等の検討を進

めている。 
 

【研究２】 
一連のデータ取得実験によって、GPS データ

のみでは救命ボランティアの移動経路、AED 設

置施設への立ち寄りを正確に判断することは困

難な事例が存在することが示唆された。環境によ

って GPS の精度にばらつきがあること、アプリ

を閉じている間の GPS は途切れてしまうこと、

といった限界があり、GPS 情報単体で完全に救

命ボランティアの活動を把握することは難しい。

AED 運搬システムが起動したあとのボランティ

アの行動は現在ウェブアンケートによって取得

をしているが、今後はアプリ画面内で AED の取

得有無、現場への到着有無を報告できる仕組みの

構築を計画している。このシステムによって取得

された情報は簡便な効果測定手法の確立につな

がる可能性があり、今後システムが普及した際の

標準化された機能評価を実施する基盤となりう

る。 
 

E．結論 

 
事前に登録された救命ボランティアに心停止

発生を通知するAED運搬システムの効果検証の

ため、愛知県尾張旭市、千葉県柏市をモデル地域

としてシステムを運用する実証実験を継続して

いる。新型コロナウイルス感染症の影響により一

時的な運用中止期間もあったが感染対策により
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再開された。また登録ボランティアの AED 講習

受講への影響もあったが、講習のオンライン化に

よる対応がなされた。あわせてシステム上での救

命ボランティアの移動把握の実験を行い課題を

把握した。実証実験の継続によるシステムの改善、

救命ボランティアの対象拡大によりAED運搬シ

ステムの効果が高まることが期待される。 
 

F．研究発表 

1）森康人，他：119 番通報と連携した AED ア

プリ「AED GO」の展望，第 30 回全国救急隊

員シンポジウム，オンライン開催，2022 年 1
月． 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
 

文 献 

1) 笠原篤，他：にいがた救命サポーター制度運

用開始からの実績と課題について．第 30 回

全国救急隊員シンポジウム，オンライン開催，

2022 年 1 月． 
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表１ 尾張旭市におけるボランティアのシステムへの反応状況 

表２ ボランティア用オンライン講習の時間割 
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性別 n, (%) 男性 3 ( 30.0 )

年齢 中央値, （IQR) 41 ( 28-44 ) 　  反応の確認と通報 大きく下がる 0 ( 0.0 )
心停止現場への遭遇経験 n,(%)なし 10 ( 100.0 ) 下がる 0 ( 0.0 )
過去の応急手当受講歴 n,(%) あり 9 ( 90.0 ) 変わらない 6 ( 60.0 )
実技部分の習得度 n,(%) 上がる 4 ( 40.0 )
　  反応の確認と通報 習得できなかった 0 ( 0.0 ) 大きく上がる 0 ( 0.0 )

あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 ) 　  心停止かどうかの判断 大きく下がる 0 ( 0.0 )
どちらとも言えない 0 ( 0.0 ) 　（呼吸の確認） 下がる 0 ( 0.0 )
ある程度習得できた 4 ( 40.0 ) 変わらない 6 ( 60.0 )
十分習得できた 6 ( 60.0 ) 上がる 4 ( 40.0 )

　  心停止かどうかの判断 習得できなかった 0 ( 0.0 ) 大きく上がる 0 ( 0.0 )
　（呼吸の確認） あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 ) 　   胸骨圧迫 大きく下がる 0 ( 0.0 )

どちらとも言えない 0 ( 0.0 ) 下がる 2 ( 20.0 )
ある程度習得できた 5 ( 50.0 ) 変わらない 4 ( 40.0 )
十分習得できた 5 ( 50.0 ) 上がる 3 ( 30.0 )

　   胸骨圧迫 習得できなかった 0 ( 0.0 ) 大きく上がる 1 ( 10.0 )
あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 ) 　  AEDの使い方 大きく下がる 0 ( 0.0 )
どちらとも言えない 0 ( 0.0 ) 下がる 4 ( 40.0 )
ある程度習得できた 6 ( 60.0 ) 変わらない 2 ( 20.0 )
十分習得できた 4 ( 40.0 ) 上がる 3 ( 30.0 )

　  AEDの使い方 習得できなかった 0 ( 0.0 ) 大きく上がる 1 ( 10.0 )
あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 ) 実技の時間は適切か？ n,(%) 長かった 0 ( 0.0 )
どちらとも言えない 1 ( 10.0 ) 少し長かった 2 ( 20.0 )
ある程度習得できた 4 ( 40.0 ) 適切だった 8 ( 80.0 )
十分習得できた 5 ( 50.0 ) 少し短かった 0 ( 0.0 )

短かった 0 ( 0.0 )

Eラーニング＋オンライン形式を対面講習と比較した
理解度の変化 n,(%)

表３ オンライン講習参加者の背景とアンケート結果 

表４ 柏市におけるボランティアのシステムへの反応状況 
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図１ 実際にシステムに記録された協力者たちの移動情報の軌跡1 

図２ 実際にシステムに記録された協力者たちの移動情報の軌跡２ 

図３ 実際にシステムに記録された協力者たちの移動情報の軌跡3 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 
 

児童生徒の院外心停止ならびに小児・乳児における AED使用事例および 

医療従事者への BLSの教育に関する検討に関する研究 

 
研究分担者 太田 邦雄 金沢大学医薬保健研究域医学系医学教育研究センター 
研究協力者 清水 直樹 聖マリアンナ医科大学 小児科 
      新田 雅彦 大阪医科薬科大学 救急医学講座 

 

研究要旨 
児童生徒の院外心停止発生は多くはないが、とりわけ学校現場での発生においては目撃者

がいることが多く、教員など訓練を受けたバイスタンダーが居て、校内に AED があること

から救命率は他の公共施設での発生に比して高いとされる。しかしながら教員講習、AED 管

理・運用に加え、心電図検診等で抽出された心停止ハイリスク群の管理についても課題が山

積している。一方で乳児心停止に対する救命率の改善は乏しい。その背景として、バイスタ

ンダーによる心肺蘇生実施率は近年横ばいであり、さらに胸骨圧迫のみ心肺蘇生割合が上昇

していることがウツタイン統計からも明らかである。 
小児循環器専門医修練施設・修練施設群内修練施設 143 施設を対象とした児童生徒の院外

心停止例登録事業では、令和 2 年 1 月 1 日から 12 月 31 日に発症した心停止は 28 例（心臓

震盪 2 例を含む）であった。平成 27 年からの６年間に 180 例の一次登録がなされた。令和

2 年度に構築されたウエブ登録システムを用いた二次登録が進行し、エビデンス創出が期待

される。 
一方、COVID-19 パンデミックは、乳児に対する AED 等の一次救命処置のさらなる普及

にも大きな影響を与えたが、with/post コロナ時代における心肺蘇生法の啓発のため、乳児

CPR 自己学習キットを受講生に事前配布し、乳児心肺蘇生法の遠隔オンライン教育の報告が

散見される。その効果をアンケートで検証した報告では、遠隔オンライン教育の feasibility
が確認され受講生の満足度は高いことから、今後の発展が期待される。 

 

児童生徒の院外心停止登録研究では、今年度引

き続き一次登録がなされた。また、WEB 登録シ

ステムの倫理申請は主機関で承認された。 
一方乳児の心肺蘇生法普及にあっては、

COVID-19 パンデミックの影響は多大であるが、

遠隔オンライン講習会が、with/post コロナ時代

に鍵となる可能性がある。 

A．研究目的 

1．児童生徒における院外心停止のさらなる救

命率の向上のための登録研究 
2．乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効

果検証 
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B．研究方法 

1．院外心停止登録研究 

小児循環器専門医修練施設・修練施設群内修練

施設 143 施設に令和２年 1 月 1 日から 12 月 31
日までの小中学生・高校生の心原性院外心停止

（心臓震盪を含む）症例数の調査を行った。全

143 施設から回答があった（回収率 100％）。 

2．遠隔オンライン講習会の効果検証 

対象は乳児 CPR 自己学習キットを用いた乳児

心肺蘇生法の遠隔オンライン講習会を受講した

保健師および市民。講習後のアンケート調査。 
 

（倫理面への配慮） 
児童生徒の院外心停止登録研究については主

機関である金沢大学倫理員会にて審査を受け、承

認された。 
また遠隔オンライン講習会のアンケートは無

記名で実施された。 
 

C．研究結果 

1．院外心停止登録研究 

小児循環器専門医修練施設・修練施設群内修練

施設 143 施設を対象とした児童生徒の院外心停

止例登録事業では、令和 2 年 1 月 1 日から 12 月

31 日に発症した心停止は 28 例（心臓震盪 2 例を

含む）であった。平成 27 年からの６年間に 180
例の一次登録がなされた。 

 
年度 登録心停止数 調査回答率 
2016 31  79/127  62% 
2017 35 132/140  94% 
2018 35 129/129 100% 
2019 20 137/137 100% 
2020 30 141/141 100% 
2021 28 143/143 100% 
６年間 180  

2. 遠隔オンライン講習会の効果検証 

乳児心肺蘇生法の遠隔オンライン教育には 30
名が参加し、アンケートを回収した（回収率

100%）。講義内容については非常に有意義で良か

った 53%、良かった 33%、普通 10%、その他 4%
であった。 

 

D．考察 

1. 院外心停止登録研究 

高リスク群を完全に把握することは困難であ

るが、発生状況、場所や、現場での対応を含めた

詳細な解析によって救命率の一層の向上が期待

できるため、詳細なデータベースの構築が必須で

ある。 

2. 遠隔オンライン講習会の効果検証 

受講生の胸骨圧迫についてはモニター画面で

把握できた。一方で人工呼吸については画角の事

前調整が必要であった。対面実習同様にフィード

バック可能であった。 
参加者人数の制限や複数指導者準備あるいは

評価システムの導入が今後の課題と考えられた。 
 

E．結論 

1. 院外心停止登録研究 

小中学生、高校生の心停止例登録事業では、5
年間に 152 例の一次登録がなされ、今年度はウ

エブ登録システムを構築した。 

2. 遠隔オンライン講習会の効果検証 

乳児 CPR 自己学習キットを用いた乳児心肺蘇

生法の遠隔オンライン教育の feasibility が確認

された。 
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F．研究発表 

1) Hakui H, Kioka H, Miyashita Y, Nishimura 
S, Matsuoka K, Kato H, Tsukamoto O, 
Kuramoto Y, Takuwa A, Takahashi Y, Saito 
S, Ohta K, Asanuma H, Fu HY, Shinomiya 
H, Yamada N, Ohtani T, Sawa Y, Kitakaze 
M, Takashima S, Sakata Y, Asano Y. 
Loss-of-function mutations in the 
co-chaperone protein BAG5 cause dilated 
cardiomyopathy requiring heart trans- 
plantation. Sci Transl Med. 2022 Jan 
19;14(628):eabf3274. 

2) Yoshinaga M, Horigome H, Ayusawa M, 
Yasuda K, Kogaki S, Doi S, Tateno S, Ohta 
K, Hokosaki T, Nishihara E, Iwamoto M, 
Sumitomo N, Ushinohama H, Izumida N, 
Tauchi N, Kato Y, Kato T, Chisaka T, 
Higaki T, Yoneyama T, Abe K, Nozaki Y, 
Komori A, Kawai S, Ninomiya Y, Tanaka Y, 
Nuruki N, Sonoda M, Ueno K, Hazeki D, 
Nomura Y, Sato S, Hirono K, Hosokawa S, 
Takechi F, Ishikawa Y, Hata T, Ichida F, 
Ohno S, Makita N, Horie M, Matsushima S, 
Tsutsui H, Ogata H, Takahashi H, 
Nagashima M. Electrocardiographic Diag- 
nosis of Hypertrophic Cardiomyopathy in 
the Pre- and Post-Diagnostic Phases in 
Children and Adolescents. Circ J. 2021 Dec 
24;86(1):118-127. 

3) 太田 邦雄：遠隔シミュレーションによる学生

教育．小児科 62(4)：328-335，2021． 
4) 太田 邦雄：「小児の蘇生」二次救命処置．小

児科 63(3)：271-278，2022． 
5) 太田 邦雄, 日本小児循環器学会蘇生科学教

育委員会：学校突然死ゼロをめざして～小中

高校生心原性院外心停止症例全国調査～（研

究委員会報告）．第 57 回日本小児循環器学会

総会・学術集会，WEB 開催，2021 年 7 月． 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
 

文 献 

1) 日本学校保健会編：心肺蘇生の実践と AED
の活用～児童生徒の心臓突然死ゼロを目指

して～．https://www.gakkohoken.jp/book/ 
ebook/ebook_H300030/H300030.pdf 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 
 

実地医療における体外循環式心肺蘇生（ECPR）の効果検証と 

普及のための教育プログラムの構築に関する研究 

 
研究分担者 黒田 泰弘 香川大学医学部救急災害医学 
研究協力者 一二三 亨 聖路加国際病院救急部 
      井上 明彦 兵庫県災害医療センター救急部 

 

研究要旨 
院外心停止患者に対して人工心肺である体外式膜型人工肺（Extracorporeal membrane 

oxygenation：ECMO）を組み合わせた心肺蘇生（Extracorporeal cardiopulmonary 
resuscitation：ECPR）では、救命率、神経学的転帰の改善が期待されている。ECPR の有

効性を示す研究は複数報告されてきたが、一定の適応基準内の患者のみを対象としているた

め症例数は少なく、真の適応、治療の限界を検討できず、合併症の発生率などの実態も不明

である。日本蘇生協議会による JRC 蘇生ガイドラインやアメリカ心臓協議会による AHA ガ

イドランにおいても明確な適応基準や管理方法は決まっていないのが現状である。 
ECPR は相当量の医療資源を必要とする複雑な処置である。複数の医師だけでなく、看護

師、臨床工学技士、放射線技師など多職種のマンパワーを要し、ECMO という高額な医療機

器を使用する。また、迅速性、熟練した技術やシステムの整備も必要であり、ECPR が施行

可能な施設は限られている。 
本研究では、より効果的な治療、蘇生方法の確立し、安全で効果的な ECPR の普及を目指

すことを目的とする。 

 

院外心停止患者に対して人工心肺である体外

式 膜 型 人 工 肺 （ Extracorporeal membrane 
oxygenation：ECMO）を組み合わせた心肺蘇生

（Extracorporeal cardiopulmonary resuscita- 
tion：ECPR）では、救命率、神経学的転帰の改

善が期待されている。2014 年に、ECPR を施行

することで神経学的転帰を改善することが本邦

の多施設共同研究で報告された（ SAVE-J 
study：厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・

糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 研究代表

者：坂本哲也）1)。以後、ECPR の有効性を示す

研究は複数報告されてきたが、一定の適応基準内

の患者のみを対象としているため症例数は少な

く、真の適応、治療の限界を検討できず、合併症

の発生率などの実態も不明である。日本蘇生協議

会による JRC 蘇生ガイドライン 2020 2)やアメリ

カ心臓協議会による AHA ガイドライン 2020 3)

においても明確な適応基準や管理方法は決まっ

ていないのが現状である。ECPR は相当量の医療

資源を必要とする複雑な処置である。複数の医師

だけでなく、看護師、臨床工学技士、放射線技師

など多職種のマンパワーを要し、ECMO という
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高額な医療機器を使用する。また、迅速性、熟練

した技術やシステムの整備も必要であり、ECPR
が施行可能な施設は限られている。ゆえに、

ECPR により救命でき、社会復帰の可能性が増え

るかもしれないが、豊富なマンパワーと高額な医

療機器をすべての心停止患者に導入することは

現実的ではない。ECPR は死亡もしくは脳死の患

者に高額な費用が投入されているとの報告もあ

る 4)。したがって、どのような患者が真の適応で、

どのような時に限界なのかを知ること、そして適

切な ECPR を普及させることは、患者の救命率

上昇・転帰改善だけでなく、過剰な医療費の抑制

にも貢献する。 
 

A．研究目的 

本研究では、ECPR のより効果的な治療、蘇生

方法を確立し、安全で効果的な ECPR の普及を

目指すことを目的とする。 
 

B．研究方法 

1）教育法の構築 
ECPR の現状を把握し、生存率、神経学的転帰

を調査し、ECPR の適応や転帰改善に寄与する因

子を明らかにする。また ECPR における合併症

の実態を明確にする。安全な ECPR の実施のた

めに、教育法を構築する。 
2）普及活動 
安全な診療、救命率向上のために、セミナーを

通して教育活動をしていく。ガイドラインなど指

針を作成する。 
 

（倫理面への配慮） 
本研究では特に個人情報を扱わないため、倫理

面への配慮は要さない。 
 

C．研究結果 

1．ECPR の実態調査 

国内 ECPR 実施施設に対して、下記に関する

アンケート調査を実施した。 
1．適応・蘇生方法 
2．集中治療管理 

まず、1. 適応・蘇生方法に関して施設間の適

応の相違を明らかにした。成果は誌面発表した。

（①Acute Med Surg. 2021 May 1;8(1):e647.）  
2. 集中治療管理については、ECPR 患者の体

温管理の実態を明らかにした。成果は誌面発表し

た。（②Ther Hypothermia Temp Manag. 2022 
Apr 25.） 

 

2．ECPR の効果検証 

生存率、神経学的転帰を調査し、ECPR の適応

や転帰改善に寄与する因子を明らかにするため、

ECPR の多施設データで分析した（SAVE-J II 
study：科研費基盤 C 研究課題 19K09419、文部

科学省）。成果は誌面発表した。（③Crit Care. 
2022 May 9;26(1):129.） 

 

D．考察 

ECPR の実態調査では各施設で適応や管理の

違いが明らかになった。我が国における ECPR
の効果検証では合併症が多いことが明らかにな

った。これらをふまえ、今後安全で適切な ECPR
の普及のためのハンズオン教育プログラムの構

築、テキストの作成が必要である。 
また、ECPR 施行可能施設の把握、そして

ECPR 適応基準の検討のため、下記を計画する。 
・ECPR マッピング：ECMO 施設データ取得方

法の検討 
・ECPR 適応基準の検討：Signs of life について

の前向き観察研究 
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E．結論 

安全で効果的な ECPR の普及活動を実施して

いく予定である。 
 

F．研究発表 

1．論文発表 
1) Hifumi T, Inoue A, Takiguchi T, Watanabe 

K, Ogura T, Okazaki T, Ijuin S, Zushi R, 
Arimoto H, Takada H, Shiraishi S, Egawa Y, 
Kanda J, Nasu M, Kobayashi M, Sakuraya 
M, Naito H, Nakao S, Otani N, Takeuchi I, 
Bunya N, Shimizu T, Sawano H, Takayama 
W, Kushimoto S, Shoko T, Aoki M, Otani T, 
Matsuoka Y, Homma K, Maekawa K, 
Tahara Y, Fukuda R, Kikuchi M, Nakagami 
T, Hagiwara Y, Kitamura N, Sugiyama K, 
Sakamoto T, Kuroda Y; SAVE-J II Study 
Group. Variability of extracorporeal cardio- 
pulmonary resuscitation practice in 
patients with out-of-hospital cardiac arrest 
from the emergency department to inten- 
sive care unit in Japan. Acute Med Surg. 
2021 May 1;8(1):e647. 

2) Hifumi T, Inoue A, Otani T, Otani N, 
Kushimoto S, Sakamoto T, Kuroda Y; 
SAVE-J II study group. Details of Targeted 
Temperature Management Methods for 
Patients Who Had Out-of-Hospital Cardiac 
Arrest Receiving Extracorporeal Cardio- 
pulmonary Resuscitation: A Questionnaire 
Survey. Ther Hypothermia Temp Manag. 
2022 Apr 25. doi: 10.1089/ther.2022.0004. 
Epub ahead of print. 

3) Inoue A, Hifumi T, Sakamoto T, Okamoto H, 
Kunikata J, Yokoi H, Sawano H, Egawa Y, 
Kato S, Sugiyama K, Bunya N, Kasai T, 
Ijuin S, Nakayama S, Kanda J, Kanou S, 
Takiguchi T, Yokobori S, Takada H, Inoue K, 

Takeuchi I, Honzawa H, Kobayashi M, 
Hamagami T, Takayama W, Otomo Y, 
Maekawa K, Shimizu T, Nara S, Nasu M, 
Takahashi K, Hagiwara Y, Kushimoto S, 
Fukuda R, Ogura T, Shiraishi SI, Zushi R, 
Otani N, Kikuchi M, Watanabe K, 
Nakagami T, Shoko T, Kitamura N, Otani T, 
Matsuoka Y, Aoki M, Sakuraya M, Arimoto 
H, Homma K, Naito H, Nakao S, Okazaki T, 
Tahara Y, Kuroda Y; SAVE-J II study group. 
Extracorporeal cardiopulmonary resusci- 
tation in adult patients with out-of-hospital 
cardiac arrest: a retrospective large cohort 
multicenter study in Japan. Crit Care. 
2022 May 9;26(1):129. 

 
2．学会発表 
1) Inoue A, Hifumi T, Sakamoto T, Kuroda Y: 

ECPR for out-of-hospital cardiac arrest 
patients: a retrospective multicenter study 
in Japan. The Society of Critical Care 
Medicine's (SCCM) 2022 Critical Care 
Congress, virtual event, 2022. 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
 

文 献 

1) Soar J, Berg KM, Andersen LW, Böttiger 
BW, Cacciola S, Callaway CW, Couper K, 
Cronberg T, D'Arrigo S, Deakin CD, 
Donnino MW, Drennan IR, Granfeldt A, 
Hoedemaekers CWE, Holmberg MJ, Hsu 
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CH, Kamps M, Musiol S, Nation KJ, 
Neumar RW, Nicholson T, O'Neil BJ, Otto 
Q, de Paiva EF, Parr MJA, Reynolds JC, 
Sandroni C, Scholefield BR, Skrifvars MB, 
Wang TL, Wetsch WA, Yeung J, Morley PT, 
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『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 
 

二次救命処置の実施状況の調査と評価指標の検討について 

 
研究分担者 森村 尚登 帝京大学医学部救急医学講座 
      玉城  聡 帝京短期大学専攻科臨床工学専攻 
研究協力者 池上 徹則 倉敷中央病院救命救急センター 
      庄古 知久 東京女子医科大学附属足立医療センター救命救急センター 
      田上  隆 日本医科大学武蔵小杉病院救命救急科 
      竹内 一郎 横浜市立大学大学院医学研究科救急医学 
      中村 謙介 日立総合病院救急集中治療科 
      奈良  理 手稲渓仁会病院救命救急センター 
      平松 俊紀 飯塚病院集中治療科 
      藤田  尚 帝京平成大学健康メディカル学部医療科学科 
      藤見  聡 大阪府立急性期・総合医療センター救命救急センター 

 

研究要旨 
【目的】我が国の救命救急センターの一次・二次救命処置の実施状況を調査することを前

提に、その質の評価指標を策定する。【方法】日本救急医学会診療の質評価指標に関する委員

会との合同会議を 4 回開催し、米国の Cardiac arrest center の要件を参考にエキスパートオ

ピニオンに基づき、Donabedian の 3 原則が示すストラクチャー、プロセス、アウトカムの

各類型の指標案を策定した。【結果】2022 年 5 月 7 日時点案として、10 の評価領域を設定し、

13 のストラクチャー指標候補、8 つのプロセス指標候補、6 つのアウトカム指標候補につい

て検討した。【考察】指標を最終選定したのちには評価方法を決める必要がある。各項目の定

性評価にとどめるのか、評点を設定するかなどについては多くの議論のあるところである。

評点を設定するのならば、今後は選定した指標ごとに実施時の加点対象か非実施時の減点対

象かについて検討する必要がある。また、評点に際し各項目の点数の和を以て総合力とする

か否かについても慎重な議論が必要である。 

 

A．研究目的 

わが国の救命救急センターにおける一次・二次

救命処置の実施状況を調査することを前提に、そ

の質の評価指標を策定する。 
 

B．研究方法 

日本救急医学会診療の質評価指標に関する委

員会との合同会議を 4 回開催し、米国の Cardiac 
arrest center の要件を参考にエキスパートオピ

ニオンに基づき、Donabedian の 3 原則が示す

ストラクチャー、プロセス、アウトカムの各類型
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の指標案を策定した。 

 

C．研究結果 

2022 年 5 月 7 日時点案として、10 項目（1.
『質の高い』標準的な一次・二次救命処置、

2.ECPR、3.経皮的冠動脈インターベンション

（PCI）、4.体温管理療法（TTM）、5.心拍再開後

の PCAS に対する集中治療、6.予後判定、7.リハ

ビリテーション、8.臓器提供、9.プレホスピタル、

10.他院からの転送受入れ）の評価領域を設定し、

13 のストラクチャー指標候補、8 つのプロセス

指標候補、6 つのアウトカム指標候補について検

討した（表 1）。 

 

D．考察 

評価指標を最終選定したのちには、項目ごとに

評価方法を決める必要がある。各項目について定

性評価にとどめるのか、評点を設定するかなどに

ついては多くの議論のあるところである。評点を

設定するのならば、例えば「必要かつ不可欠な項

目」が実施されている場合をゼロ点とし、それが

できていない場合には減点を設定するという方

法が考えられる。他方「実施していることが望ま

しい」項目が実施されていなければゼロとし、実

施されている場合には加点する場合もあり得る。

今後は選定した指標ごとに実施時の加点対象か

非実施時の減点対象かについて検討する必要が

ある。また、評点に際し各項目の点数の和を以て

総合力とするか否かについても慎重な議論が必

要である。 
 

E．結論 

わが国の救命救急センターにおける一次・二次

救命処置の質の評価指標について検討した。アウ

トカム指標候補を中心としたさらなる検討が必

要である。 

 

F．研究発表 

なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
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表 1．救命救急センターにおける一次・二次救命処置の質の評価指標素案（Version 0） 
（青字記載分：検討中） 

  ストラクチャー プロセス アウトカム 

1.『質の高い』標準

的な一次・二次救

命処置 

救命救急センターで勤務する医師・看

護師・救命士等スタッフの救急蘇生関

連講習の受講率 

ガイドラインやエビセンスに基づく振

り返りの機会を設けている 

目撃あり院外心停止における予後

CPC1/2は年間何例か（何％か） 

マニュアルがあるか   

2.ECPR 

適応基準と方法についてのマニュアル

がある 

ECPR導入までの目標時間を設定して

いる 
合併症について 

臨床工学技士(CE)が 24時間迅速に対

応できる 
  

3.PCI 

24時間 365日施行可能である 
STEMIで、来院から再灌流までの目標

時間を設定している 
  

マニュアルがある   

4.TTM 

適応基準と方法についてのマニュアル

がある 
  合併症について 

24時間 365日施行可能である   

5.集中治療：PCAS 集中治療専門医がいる 院内に集中治療の教育体制がある 合併症について 

6.予後判定 

  予後判定を行っている   

  
（予後判定に用いている指標は何

か？） 
  

  
予後判定を踏まえて、戦略的な決定を

している 
  

7.リハビリテーシ

ョン 

PCASに早期リハビリテーションを実

施している 
    

運用マニュアルがある     

専属のリハビリテーションスタッフが

いる、あるいは他の病棟との兼任か、

とその数 

    

8.臓器提供 

臓器提供マニュアルがある 

蘇生後の患者が脳死とされうる状態と

なった際の臓器提供のオプション提示

（意思確認）の実施の有無と症例数 

心肺停止蘇生後からの臓器提供症例数 

      

9.プレホスピタル       
 

 
10．他院からの転

送受入れ 
    

他院で蘇生後の転院搬送症例数 他院

からの治療適応を含めたコンサルトを

受けた数 
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令和４年 ４ 月 ２７ 日 
厚生労働大臣   殿 

                                         
                              機関名  帝京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学  長 
                                                                                      
                              氏 名  冲永 佳史          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                  

２．研究課題名 市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進及び二次救命処

置の適切な普及に向けた研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部救急医学講座・教授                     

    （氏名・フリガナ） 坂本 哲也 （サカモト テツヤ）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年５月２３日 
厚生労働大臣   殿 

                                         
                              機関名 一般財団法人救急振興財団 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 佐々木 敦 朗       
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                  

２．研究課題名 市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命

処置の適切な普及に向けた研究 

３．研究者名  （所属部局・職名） 救急救命九州研修所 教授                    

    （氏名・フリガナ） 畑中 哲生・ハタナカテツオ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和４年５月２３日 
厚生労働大臣   殿 

                                         
                              機関名 一般財団法人救急振興財団 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 佐々木 敦 朗       

 
   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                  

２．研究課題名 市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命

処置の適切な普及に向けた研究 

３．研究者名  （所属部局・職名） 救急救命東京研修所 教授                    

    （氏名・フリガナ） 田邉晴山・タナベセイザン                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 



令和４年 ４ 月 ２７ 日 
厚生労働大臣   殿 

                                         
                              機関名  帝京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学  長 
                                                                                      
                              氏 名  冲永 佳史          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                  

２．研究課題名 市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進及び二次救命処

置の適切な普及に向けた研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部救急医学講座・教授                     

    （氏名・フリガナ） 森村 尚登 （モリムラ ナオト）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年４月15日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        

機関名 公立大学法人神奈川県立保健福祉大学 
所属研究機関長 職 名 学 長 

氏 名 中村 丁次 
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                  

２．研究課題名 市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進及び二次救命処

置の適切な普及に向けた研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）ヘルスイノベーション研究科・教授                                 

    （氏名・フリガナ）中原慎二・ナカハラシンジ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 
有 □ 無 ■（無の場合はその理由：規定により、一定の金額を超える経済的

関係が無い場合は報告・審査を行わない   ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和4年   4月  7日 
厚生労働大臣   殿 

                                         
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学研究科 
                                                                                      
                              氏 名 岩井 一宏        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                  

２．研究課題名 市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進及び二次救命処

置の適切な普及に向けた研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学研究科人間健康科学系専攻・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 西山知佳・ニシヤマチカ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




